
JAPANESE WORKERS' COMMITTEE FOR HUMAN RIGHTS
NGO in special consultative status with the Economic and Social Council of the United Nations

国際人権活動ニュース 2015年10日13日（火）第128号 1

戦争法が国民の猛烈な反対運動のなか、国会を

通過した。立憲主義も民主主義も、そして法治主

義さえ蹴らして、安倍内閣は国民の命と安全を守

るためと嘯いて、乱暴狼藉を働いた。なんでこん

なことが許されるのか。民主主義は多数決と言い

切る安倍首相の云う「多数」とは小選挙区制の偽

瞞で得られた、正味はわずか三割の民意に過ぎな

い。さらに公明党の加勢を得て、衆参院の圧倒的

多数の議席で押し切ったのがこの戦争法である。

多くの国民は（珍しく）本気で怒り、頑張ったの

ではないか。そう思う。

私はと云えば、反対集会の講師を引き受けたた

めに、寝ても覚めても戦争法の勉強となってしま

い、夏の虫採りは諦めた。駅頭で何回もマイクを

握り、国会行動は炎天・雨天のなか、「ゼッタイ

ハンタイ」に声を枯らした。

５５年前の６０年安保は１９歳の若さであった

が、今は立っているだけで足のむくみが加速する

後期高齢者の私にはきつい夏であった。それでも

最後の４日間は装甲車に前景を遮られながらも、

志を同じくする仲間たちと心を通わせながら、闇

夜に立ち続けた。

立っているだけだったが、この政治をなんとか

変えなければと云う思いが沸々と迫ってきた。

「安倍はヤメロ」のこのうねりを現実の政治勢力

に反映させる道は何かである。

予定されている南スーダンへの駆けつけ警護を

ストップさせ、戦争法そのものを廃止する方策は、

選挙に尽きる。「今国会での法案成立に反対」に

手を挙げた７割の国民を大同団結させる外はない

のだ。日本共産党が、戦争法廃止の国民連合政府

の実現を呼びかけた。早速賛成が殺到していると

云う。新基地建設反対を挙げ、衆議院選で圧勝し

た沖縄方式が念頭に浮かぶ。私たちは国民連合政

府を展望しながらも、できるところから始めたい。

政策協定をつくり、野党の選挙協力で、候補者

を絞れば勝利は見えてくるに違いない。なにしろ

相手は「三割」政党なのだから。「命は大切にし

たい」、「アメリカのために犠牲となるのはゴメ

ンだ」と思う国民が多数を占めるこの日本で、

「三割」政党に負けるわけにゆかない。国民的な

大義はこちらにある。民主党は選挙協力には前向

きに対応すると云いながら、日本共産党との連立

政権作りには拒絶的な姿勢を示しているようだ。

しかし、国会の周辺に立ち続けて思うことがある。

この戦争法反対の闘いで、国民は憲法がいかに大

切なものかを改めて知る機会を得たのではないか。

民主主義とは何かを自問する時間も得たのではな

いか。これまでとは異なる国民の意識の成熟を感

じとることができる。

利害得失にこだわる政党

の些末な思惑を国民の意識

は乗り越えてゆくに違いな

いと思う。負けた気がしな

い。次があるからと確信で

きるのだ。
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■第６回幹事会

・11月５日（木）18時30分～
・東京労働会館５階会議室

■第 回総会

・11月28日（土）17時30分～
・東京労働会館地下会議室

当面の日程

戦争法の国会通過
私たちは、いま何を考えたらよいか

議 長 鈴 木 亜 英

９・２７ 「安倍政権ＮＯ！大行進」 渋谷コースを行く



9月25日、参議院法務委員会は、刑事訴訟法等一

部改定案を継続審議とした。今年3月に国会提出さ

れたときは、日弁連も賛成しており、対決法案で

はないと宣伝されて、すぐにでも成立するのでは

ないかという恐れもあったが、長丁場の国会を乗

り切り、ついに継続審議にまで持ち込んだ。

えん罪被害者の桜井さん（布川事件）たちがこ

ぞって法案に反対し、その支援者たちが中心になっ

て毎月、院内外で集会を開き、そこに各党の国会

議員が参加し、超党派の運動が広がった（国際人

権活動日本委員会の人たちにも毎回参加いただい

た）ことが大きい。

この集会に参加した法務委員会の委員たちが、

委員会審議で大変鋭い質問を連発し、法案の問題

点が次々と明らかになった。法案作りをした法制

審議会よりも審議が深まったことは間違いない。

何しろ、法案の中身がひどかった。「可視化義務

化」法案などといわれた（日弁連は未だにそう称

している）が、供述が得られそうになければ取調

べを録音録画しなくていいなどという抜け道があ

るのに、どうして「義務化」といえるのか。盗聴

の対象を一般犯罪にまで大幅に拡大して、どうし

て組織犯罪対策に限定といえるのか。立会人もな

くし、秘密保護法、戦争法、共謀罪と結びつけば、

警察のやりたい放題の監視社会に道を開く。密告

を合法化する司法取引は、裏取引も野放しになり、

えん罪を増やす。

こんな内容を知れば知るほど、法務委員たちが

真剣に追及したのは当然といえば当然であろう。

政府は限定的に運用すると答弁するが、戦争法と

同じで、法律的には何の歯止めにもならない。

衆議院法務委員会の野党委員たちは、日弁連の

賛成を気にしないで、結束してよく頑張った。と

ころが、土壇場で、微々たる与野党共同修正案

（共産党を除く）が提出され、採択された。民主

党法務委員のレベルを超えた上からの指令があっ

たといわれている。

衆議院で維新の党・民主党が結局賛成した以上、

参議院ではすぐ終わるかと思われたが、参議院本

会議での趣旨説明に対する両党の質問は実質反対

討論であった。参議院は参議院という自負であろ

うか、衆議院で自党が賛成したことを気にもとめ

ない質問であった。

参議院法務委員会で野党委員は、ヘイトスピー

チ法案が審議中であるから他の法案審議に入れな

いのが慣例であるとがんばった。結局、政治的妥

協で、趣旨説明には入ったが、「お経読み」のみ

（趣旨説明に対する質疑はしない）で、終わらせ

ることができた。

舞台は秋の臨時国会に移る。10月終わりから1ヶ

月程度といわれる。国会開始直前に、法務委員会

で何から審議するかが決められる。ヘイトスピー

チ法案も継続審議となっており、まずは何から審

議するかの攻防戦がある。

刑訴法案を先に審議させないためには、この法

案を先に審議すれば時間がかかり、他の法案審議

に影響するという状況を作る必要がある。戦争法

案の陰に隠れていたこの法案の問題点が広く知ら

れ、マスコミも報じ（最近は「司法取引法案」と

も称している）、早期成立に向けて動いている日

弁連の姿勢を転換させることが重要だ。国会審議

で問題点が次々と明らかになった以上、日弁連も

これまでの姿勢を見直すときだ。

いずれにしろ、臨時国会を乗り切れば、廃案の

展望が出てくる。
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「刑事訴訟法改定案」継続審議に！

弁 護 士 小 池 振 一 郎

拷問禁止委員のメネンデス氏と語る小池さん

日時 2015年11月28日（土）
17時30分～20時

場所 東京労働会館Ｂ１会議室
議題 １年間の取り組みと来期の課題

提案と討議
財政報告・来期体制
人権デーの取り組み

★交流会は「大提灯」を予定

第19回総会のお知らせ



拷問等禁止条約第3回日本政府報告の提出（締切：

2017年）に先がけ、2015年6月、拷問等禁止委員会

から日本政府に対し、事前質問（リスト・オブ・

イシュー）が発表されました。日本政府がこの選

択的手続きをとった（受け入れた）ことにより、

拷問等禁止条約第19条に基づき、実質的な定期報

告を構成することとなります。

質問事項は25項目

第2項の「代用監獄」制度に関して

この制度の廃止、あるいは見直すための措置と

して、①逮捕時から取調べの全過程を通じて弁護

人と内密にアクセスができるようになっているか、

②警察の留置場に勾留されている被疑者に対する

最大の勾留時間が制限されているか、③警察によっ

て実施されている取調べと勾留の機能が実際に分

離されているか、そして④すべてが可視化されて

いるか、などが取り上げられています。

第5項の「従軍慰安婦」問題

条約第2条に基づき、①被害者本人に向けての立

法上、行政上の措置が取られたか、②被害者とそ

の家族に対して補償、謝罪、十分な心身の回復措

置を含む効果的な救済と賠償がなされたか、③こ

の犯罪の実行責任者を起訴し、相当な刑罰を科し

たか、そしてこの問題の、④歴史教科書への適切

な記述を含め、一般国民への啓蒙がなされている

か、などが提示されています。

死刑廃止と死刑確定者に対する処遇

死刑廃止を求める自由権規約の第2選択議定書を

批准するためにどのような努力を払っているか、

そして死刑確定者に対する処遇の問題についての

回答を求めています。

その他の問題

難民問題、法執行官に対する条約上の義務の履

行確認、国内人権機関の設定の進捗状況、精神病

疾患者の入院問題などに対する質問が出されてい

ます。

第２回審査で出された４項目の勧告に対

する日本政府の回答

2013年6月に行われた第2回政府報告審査後に出

された総括所見の中で、委員会から4項目の勧告

（代用監獄、取調べ及び自白の強要、死刑制度、

慰安婦問題）についてのフォローアップ情報の提

供が要請され、ていました。日本政府は１年送れ

て、第３回日本政府報告提出委員会からのリスト

オブ イシュ―が出される直前の2015年4月に日本

政府から一年遅れで回答が出されています。この

中では「代用監獄」問題に関して「被疑者を管理

する警察官と取調べをする警察官の機能分離は徹

底しており、人権に配慮している」、死刑制度に

ついては、従来通り「国民世論による存続支持を

根拠に廃止に否定的」と回答しています。「慰安

婦」問題に対しても、従来通りの会等で前向きに

解決しようとする姿勢は見られません。

このような状況のなか、私たちＮＧＯは、事前

質問の項目だけではなく、懸念すべきあらたな問

題についても、意見を集約し、拷問禁止委員会に

有効に伝えることが重要になってきます。

自由権規約第６回日本政府報告で出され

た総括所見のフォローアップ項目のなか

の「代用監獄と自白の強要」について意

見を提出しました。

昨年の自由権規約第６回審査で、委員会から出

された総括所見のフォローアップ（４項目）につ

いて、2015年8月、日本政府は回答をしました。

「技能実習制度」問題以外は拷問禁止委員会から

出されたフォローアップ項目と同じで、ＮＧＯに

対しても、アンケート形式で意見を求める要請が

ありました。締切りが１ヵ月以内という時間的制

限のあるなか、「代用監獄と自白の強要」の項目

について、小池振一郎弁護士が、遅れた日本の刑

事司法の問題点をアンケートに記述し、ＮＧＯの

意見として提出しました。
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国連拷問等禁止委員会
第３回日本政府報告提出に先がけ

リスト・オブ・イシューを発表
事務局長 松 田 順 一



日本の安全保障法制に反対して世界のＮＧＯが声

をあげました。ヒューマンライツ・ナウが参加する

ＮＧＯ非戦ネット107団体の呼びかけで、わずか10日

ほどの期間に、世界36ヵ国、331の団体が、日本の安

全保障法案に対する強い危惧を表明し、反対の意思

を明らかにしました。

＜呼びかけ文＞

私たち下記に署名したＮＧＯは、現在日本で進ん

でいる、安全保障法制制定の動きに対し、強い警戒

心を表明し、これに反対します。

1 日本は、アジア太平洋地域に対する植民地支配と

侵略戦争により、多大な人命の犠牲と人権侵害を引

き起こし、その傷は今も癒えることはありません。日

本は70年前の敗戦にあたり、自らの起こした戦争に

よる甚大な犠牲に対する深い反省のもと、軍国主義

と決別することを決意し、日本国憲法9条に基づき、

戦争放棄を世界に向けて誓約しました。この「不戦

の誓い」のもと、この70年間、少なくとも日本が海外

で戦闘行為に参加することはありませんでした。

2 現在、日本で審議が続いている安全保障法制は、

日本が米国その他密接な関係を有する国に対する

武力攻撃があった場合に、他国間の戦争に自ら参

戦し海外で武力行使をする、集団的自衛権の行使

を容認しようとするものです。このほか、国際平和協

力の名のもとに、他国の紛争において弾薬の輸送

を含む、武力行使と一体となった兵站活動を広く認

めようとしています。法案ではこうした日本が参加す

る武力紛争、軍兵站活動には、何ら地理的限定が

なく、広くアジア、中東、アフリカまでが射程に入りま

す。

３ 日本では、憲法学者の多くがこうした法制は憲法9

条に反すると意見表明し、国民の多数がこの法制

に反対しています。にもかかわらず、衆議院では十

分な審議もなされないまま、今年7月に法案が採択さ

れ、法案は、参議院での審議に入っています。

４ アジア太平洋地域において、日本の戦争行為によっ

て、再び人々が殺し殺される関係に立つこと、アジア

太平洋地域が再び悲惨な戦争の惨禍にみまわれる

ことに、私たちは強く反対します。また、日本の戦争

行為が中東、アフリカなど戦禍に苦しむ地域に及び、

日本が殺戮の加担者になることにも私たちは強く反

対します。

５ 私たちは、紛争やいわゆるテロの温床となっている

貧困、格差、差別、人権抑圧といった構造的な暴力

を解決せずしては世界から紛争はなくならないと考

えています。この根本的な問題に目を向けず、軍事

力に頼って世界の公正な秩序を作ることはできませ

ん。今軍事化・暴力化する世界の中でこそ「国際紛

争を武力によって解決しない」という日本の平和主

義は不完全とはいえ国際平和に向けた一つのオル

タナティブなのです。この平和主義を国際社会全体

で補いあい、広げていく努力をしていかなければな

りません。

私たちはここに改めて今日本の国会で審議さ

れている安保法制は国際市民社会の希望に逆行 す

るものとして反対の意思を表明します。

＜賛同ＮＧＯ＞

アジア・太平洋―インド、インドネシア、オースト

ラリア、韓国、フィリピンなどの81団体 ヨーロッ

パーイギリス、イタリア、オランダ、ドイツ、フィ

ンランド、フランスなどの15団体、北米―アメリカ、

カナダなどの26団体 中東/中央アジア/アフリカ―イ

スラエル、イラク、アフガニスタン、パキスタンな

どの18団体

＜インターナショナル＞ (10団体)
Asian Democracy Network (ADN) / Global Partner

ship for the Prevention of Armed Conflict (GPPA

C) / GPPAC Southeast Asia / GPPAC Central Asia

/ GPPAC Mexico Network / International Peace Bu

reau / Middle East and North Africa Partnership

for Preventing of Armed Conflict (MENAPPAC) /

Asia Pacific Forum on Women, Law and Developmen

t / International Association of Democratic Law

yers / Pax Christi International
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日本の安全保障法制に
世界36ヵ国のNＧO 331団体が反対

井川昌之さんご逝去のお知らせ

井川昌之さんが、７月 日、ご病気のため

逝去されました。75歳でした。国際人権活動

日本委員会の前身は、1993年に誕生した「日

本の職場における人権侵害を国際世論に訴え

る実行委員会」です。共産党の緒方靖夫さん

宅の電話盗聴事件を国連人権委員会に訴える

要請行動に参加したメンバーを中心に結成さ

れ、毎年国連要請団を送り出してきました。

その後の活動の発展のなかで、名称を変え、

国連の経社理の特別協議資格を取得し活動を

行ってきました。井川さんは、最初の国連要

請団の事務局長で、その後も10年近く要請団

の事務局長を続けてきた国際人権活動日本委

員会の「生みの親」の一人です。来年３月に

「偲ぶ会」を予定し、現在準備中です。

井川さん、ありがとう！



「ヘイト・スピーチ」―前田朗さん発言

（主旨）

日本では少数民族に対する差別の扇動が目立っ

てきている。かつて植民地とされ、日本にわたっ

てきた朝鮮・韓国の子孫である在日朝鮮人へのヘ

イト・スピーチや差別が激しく行われている。

2014年の自由権規約委員会は、「へイト・ピー

チを予防するよう」人種差別撤廃委員会は、「イ

ト・スピーチを犯罪とするよう」勧告したが、日

本政府はこの勧告を拒否。このため、地方自治体

は、「慰安婦」に対するヘイト・スピーチを行う

団体に公共施設を利用させてきた。人権ＮＧＯの

申し入れに対し、結社の自由、表現の自由を根拠

に人権ＮＧＯの意見を拒否している。その結果、

インターネット上では、公共施設で差別扇動集会

が行われていることを告知するニュースが流れて

いる。国・地方自治体には、人種差別禁止条約の

もと、人種差別を予防する義務がある。いかなる

個人、集団または団体による人種差別も禁止する

ことが求められる。

「地方政治と人権」―前田弓恵さん発言

（主旨）

最近、日本の地方自体は、憲法九条の戦争放棄

の主旨をアピールする集会に公共施設利用を拒否

する例が頻繁におこっている。九条の会が市民フェ

スティバルから排除されたり、九条の会主催の集

会の協賛をキャンセルされたり、九条擁護の女性

デモを謳った俳句が公的雑誌から排除された。公

務員には憲法尊重義務がある。市民が平和につい

て語る自由が保障されるべきである。「諸都市の

人権グローバル憲章」によれば、市民は干渉され

ずに自己の意見をもち、多様な情報を得ることが

できるとしている。都市は議論と意見交換を促進

するべきである。

7月8日、原口アヤ子さんは殺人の汚名を晴らす

べく、鹿児島地裁に第３次再審開始の申立てを元

気に行いました。第１次と第２次で築いた貴重な

到達点が、今回の再審請求の柱となりました。

新証拠のひとつは、東京医科大学法医学吉田謙

一教授による法医学鑑定書です。そのなかで、裁

判所が過去に認定した殺害の方法と遺体所見が矛

盾していること。鑑定の結果、事故死の可能性が

明白となりました。私たちは現地調査で毎回自転

車で側溝に落ちたことが原因の事故死の可能性に

確信を持ってきたのですが、そのとおりの鑑定結

果が出たのです。「殺人」がそもそもなかったの

です。それで原口アヤ子さんはじめ多くの親族が

犠牲となってきたのです。

二つ目の新証拠は、第二次再審抗告審決定の柱

で、信用できるとされてきた第三者の女性の供述

を大橋靖史教授と高木光太郎教授が供述心理分析

鑑定を行い、「非体験性兆候」が複数確認される

ことがわかり、供述の信用性が大きく崩れている

ことです。これらによって、「殺人」はなかった

こと。「共犯者」らは警察の拷問に近い取り調べ

で虚偽の証言を強いられていたこと、その証言に

よって原口アヤ子さんは「殺人」の主犯とされて

きたことがいよいよ明白になりました。もはや一

刻もはやく再審を開始する以外にないことを確信

します。

大崎事件とは

1979年、鹿児島県大崎町で、Ｋさんが自宅の牛

小屋の堆肥の中から遺体で発見された事件。Ｋさ

んは３日前に用水路に自転車とともに倒れていた

のを発見され、家に運ばれた後に行方不明となっ

ていた。警察は近親者の犯行と断定し、Ｋさんの

長兄とその妻アヤ子さん他２人を殺人・死体遺棄

容疑で逮捕。アヤコさんは一貫して無実を訴えた

が裁判では有罪とされ、10年間服役した後、再審

請求した。鹿児島地裁は再審開始の決定を行った

が福岡高裁宮崎支部は再審開始決定を取り消した。

原口さんは最高裁に特別抗告し棄却された。2010

年に第２次再審請求を申し立てたが棄却。今回は

第３次の再審請求申立となる。
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堀 田 孝 一 （国民救援会宮崎県本部事務局長 個人会員）

2015年８月、国連人権理事会諮問委員会で発言

原口やす子さんは無罪

「大崎事件」 第３次再審開始に全力
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７月９日 院内学習会「安全保障法制を問う」パート２

７月10日 ニュース127号発送

７月11日 「言論の自由」トークイベント

７月14日 第４回幹事会

７月15日 シンポ「安全保障法制の問題点を考える」

７月16日 安全保障法制反対国会正門前集会 ？

７月17日 国会正門前大集会

７月18日 「アベ政治を許さない」アクション

７月23日 院内集会「刑訴法」12時～14時 「安全保障

法案」国会前行動 18時～

７月24日 「安全保障法案」日比谷野音～国会

７月25日 大崎事件総会

７月26日 「安全保障法案」国会包囲行動

７月28日 「安全保障法案」日比谷野音集会・デモ

７月30日 「安全保障法案」国会前行動

７月31日 「安全保障法案」国会前抗議行動

８月４日 「盗聴法・刑事訴訟等改正を考える勉強会」

８月６日 院内集会「盗聴・密告・冤罪」など刑事司法

国会前「戦争法案」木曜行動

８月８日 戦後70年記念シンポジウム

８月９日 集会「１票の力を今こそ」

８月10日 ＪＡＬ不当解雇シンポジウム

８月11日 第４回代表者会議

８月13日 「安全保障法案」国会前行動

８月15日 集会「リベラル勢力の結集を」

８月18日 戦争はごめん、女性の集い

８月20日 [安全保障法案]国会前行動

８月21日 「日の丸・君が代」文科省との対話集会

８月22日 戦後70年―東京国際シンポジウム

８月26日 「安保法制」日比谷野音大集会

８月27日 院内集会「盗聴法・刑訴法」 国会前行動

８月28日 井川さん「偲ぶ会」実行委員会発足

８月30日 「安全保障法案」反対国会包囲12万人行動

（全国各地で開催）

８月31日 シンポ「戦争と秘密保護法]

９月１日 デモ「憲法破壊の公明党を糾弾する」

９月２日 「活用しよう！社会権規約」

９月３日 日の丸・君が代裁判、院内集会「可視化・司

法改革」、「安保保障法案」木曜行動

９月７日 市民集会「共謀罪と監視社会」

９月８日 第５回幹事会

９月９日 集会「秘密保護法と安全保障法制」

９月10日 「戦争法案」木曜行動

９月11日 「盗聴法・刑事訴訟法」超党派議員と市民の

勉強会

９月12日 辺野古・戦争法案「国会包囲」

９月13日 「ニセ可視化・司法取引・盗聴拡大」市民集

会

９月14日～18日 連日 国会包囲行動

９月19日（未明） 「安全保障法案」参議院で採決（?）

９月23日 ９・23 さようなら原発 さようなら戦争 全国集

会・デモ

９月24日 国会正門前木曜行動

９月26日 憲法会議主催学習会「

９月29日 第13回戦争法反対駅頭宣伝行動（大塚駅）

10月２日 安倍政権ＮＯ！集会と新橋・銀座大デモ

10月８日 戦争法廃止！安倍内閣退陣！総がかり行

動集会

前号（127号）からの活動日誌

掲示板

＜裁判傍聴＞

■ＣＡＤ解雇裁判 10月26日（月）10時30分～ 東京地
裁631号法廷

■明治乳業中労委審問（第４回） 10月27日（火）13時
～ （第５回） 11月16日（月）13時～

■鶴川高校「中労委命令取消訴訟」（学園側の訴え）1
1月11日（水）東京地裁527号法廷

＜集会・シンポ・イベント＞

■10月17日（土） “被爆70年のつどい”「広島・長崎は
なんだったのか？―今を戦前にしないために」被爆
者の声を聞こう 13時～17時 日比谷公会堂参加
費/500円（障害者、高校生以下は無料）

■10月19日（月）戦争法を廃案に！国会前行動
※以後、毎月19日の行動）18時30分～

■10月23日（金）「第28回東京争議団総行動」８時30分
～17時20分（東京都庁→ダイワード→市進学院→地
裁高裁前→新国立劇場→明治ホールディングス→
日本航空本社

■10月23日（金）学習会「子どもの権利条約の実施状
況と課題」～第４～５回統合報告書の提出にむけて
連合会館５階501会議室 /５００円

■10月25日（日）沖縄・辺野古に基地はいらない！命ど

う宝 団結まつり 10時～15時 江東区・亀戸中央公
園Ａ地区（時計台側）

■10月27日（火） 2015年国連軍縮週間のつどいー核
兵器のない世界へ 15時30分～18時30分 衆議院
第１議員会館多目的ホール

■10月30日（金）ケント・ウォン氏記念講演「アメリカに
おける低賃金労働の現状と展望」 18時～20時
弁護士会館17階1701会議

■11月７日（土）『白鳥決定』40周年シンポジウム 再審
に新しい風を！開演13時30分～16時45分 青山学
院大学６号館２階621号教室 資料代500円

■11月27日（金） １点共闘から政治改革をめざす「共闘
への発展に関するシンポジウム」 13時～16時20分
板橋区立文化会館 参加費1000円

■11月28日（土） 第19回総会 17時30分～

■12月4日（金）国連人権デ― （日本―12月4日～
10日人権週刊）

■12月５日 人権勧告の実現を！
■12月６日（日）レッド・パージ65周年の集い 13時～

全労連会館ホール


